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Ⅰ．施設事業　重点実施策・実行具体策

	重点実施策
	実行具体策
	行動計画

	１.組合員への相談・提案活動の強化

２.ＪＡの総合力を発揮した農住事業の取扱拡大および地域活性化支援
３. リフォーム・リノベーション事業の取組強化

４.一級建築士事務所の機能充実強化

５. ＪＡ施設、農業施設の導入および活性化支援
	（1) 県内ＪＡの農住事業の連携・体制強化をはかるため、ＪＡ資産管理研究会の活動を支援します。
（2) 初期相談体制の強化をはかるため、支店毎に渉外担当者を取りまとめ、資産管理担当者と連携した相談提案を行う資産相談員の配置をすすめます。
（3) 土地活用や相続対策・事業承継等の専門的な相談への対応強化をはかるため、資産管理担当者および資産相談員を対象とした研修会を開催します。
（4) ＪＡの行う後継者向けセミナー（事業承継・次世代対策）を支援します。
（5) ＪＡの職員向け施主代行研修会（支店渉外担当者向け）を実施します。　　　　
（１）ＪＡと一体となって組合員の資産管理および土地の有効活用の提案を実施するため、初期情報獲得運動により情報収集をすすめます。
（２）ＪＡの総合事業の利用促進をはかるため、ＪＡバンク・ＪＡ共済と連携した賃貸住宅・戸建住宅キャンペーンを実施し、農住事業の取扱拡大をはかります。
（３）主要取引先等と連携し、企業の出店希望情報の提供による組合員の土地の有効活用を提案します。
（４）主要取引先との事業連携を強化するため合同会議を開催します。
（５）住宅展示場等を活用した戸建住宅の取扱拡大をはかるため、ハウスメーカーと推進会議を開催します。
（１）賃貸管理会社等と連携し、住宅の内外装の一新、耐震補強を含めた新たなリフォーム・リノベーション等、賃貸住宅・賃貸施設（店舗・倉庫等）の改修をすすめます。
（１）工事検査の技術基準を統一するため建築士の技術研修会を開催します。
（２）設計に関する知識や技術、プレゼンテーション技能の向上のため研修会を開催します。
（３）設計事務所機能の維持強化のため、広域組成に向けた検討を継続します。
（１）施主代行方式によるＪＡ施設や生産法人等担い手の農業施設の新築・改築および既存施設の補改修の提案をおこないます。
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※農業施設：米麦施設・野菜集出荷施設・選果貯蔵施設等

　建材施設：ＪＡ施設（事務所・倉庫等）

　農　　住：賃貸住宅・賃貸施設等
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Ⅲ．埼玉県本部　施設事業業務要領

１．目　　的

施設事業重点施策に基づき、施設事業を実施するにあたり、各要領を次のとおり定める。

２．実施期間

令和７年４月１日より令和８年３月３１日までとする。

３．取扱対象

（1） 農業関連施設　（補助事業で実施する施設、共乾施設メンテナンス、他）

（2） ＪＡ関連施設　（ＪＡ事務所、営農センター、資材倉庫等）

（3） 賃貸施設　　　（賃貸住宅・賃貸店舗・賃貸事務所・賃貸倉庫等）

（4） 戸建住宅　　　（各種戸建住宅）

（5） 造成工事　　　（敷地造成・駐車場工事等）

（6） 定期借地権　　（一般定期借地権・事業用定期借地権等）

（7） リフォーム　　（リフォーム等）

（8） 設計監理業務　（各種許可申請、監修･コンサル業務、設計･工事監理等）

４．業務内容

（1） ＪＡグループの施設建設コンサルとして、施設の計画・導入から完了まで施主代行を基本とした責任施工体制で取組む。

（2） 組合員の事業承継から税務対策を中心に、土地の有効活用等の相談業務から企画・設計・施工・運営管理等まで、施主代行方式による事業の一貫した取り扱いをはかる。

５．取扱方法

次のとおり、個別に取扱要領を定める。
（1） 埼玉県本部　農業関連施設取扱要領

（2） 埼玉県本部　ＪＡ関連施設取扱要領

（3） 埼玉県本部　賃貸施設取扱要領

（4） 埼玉県本部　研修経費助成要領

（5） 埼玉県本部　戸建住宅取扱要領　　　

（6） 埼玉県本部　定期借地権取扱要領

（7） 埼玉県本部　リフォーム取扱要領

（8） 埼玉県本部　顧問弁護士設置要領

６．契約および諸手続き

　（１）建設依頼

埼玉県本部は、施主の行う建設等の工事について建設依頼に基づき受託する。

（２）取扱業者および建設工事費の決定

1． 本会取扱業者を基本とする。

2． 施主代行により受託した工事にかかる取扱業者の選定は、見積書の内容を検討し、有効かつ合理的なものを施主に提案する。合意に達した業者を取扱業者とし、併せて工事費を決定する。

3． 代行施行により設計等を実施して受託した工事にかかる取扱業者の選定は、原則として一般競争入札によって決定する。

（３）施設建設契約（施主代行委任契約）の締結

1． 施主・ＪＡ・埼玉県本部の３者において、施主代行方式による「施設建設契約」（委任契約）を締結、または、工事委任書により受託する。但し、ＪＡが施主となる場合は２者契約とする。

2． 補助事業においては、「施設建設契約書」に代わり「施主代行委任契約書」を締結する。

3． 埼玉県本部は見積書等をまとめ、製本し関係当事者に提出する。

（４）契約内容の変更
1． 契約締結後、原則として工期および契約条件ならびにその他契約内容に変更が生じた場合は、「施設建設変更契約」を締結する。
なお、工期の変更は、原契約の引渡日が属する施主またはＪＡ・埼玉県本部の会計年度と、実際の引渡日が属する施主またはＪＡ・埼玉県本部の会計年度とに、変更が生じるときは「施設建設変更契約」を必ず締結する。
イ．工事委任書による場合も、前アに準じる。
ウ．契約締結後、工事内容等について大幅な変更が発生した場合は原契約を破棄し、新たに「施設建設契約」を締結する。

（５）施設建設契約の終了

1． 施設建設契約は、「工事引渡書・工事受渡完了書」または「引渡書・引受書」の手交をもって終了する。

イ．工事委任書による受託は、「工事完了確認書」の受領をもって終了する。

（６）補償措置
全国本部の定める系統建設工事総合補償取扱要領に基づき、工事の履行保証等を行う。

（７）施工管理・検査　

埼玉県本部は、施主に代わって施工管理・検査を実施する。

７．代金決済

施設建設契約の支払条件に基づき、ＪＡを経由して決済する。

８．ＪＡ取扱手数料

（1） 建物の分類及び工事内容等により別に定める（各個別要領に定める）。

（2） 補助事業、公的資金融資を受ける工事、並びに特別な理由がある場合は、そ
の都度協議して決定する。

（3） 支出方法については、最終工事代金決済時に精算するものとする。

９．その他

本業務要領に定めのない事項については、都度協議によるものとする。

１．埼玉県本部　農業関連施設取扱要領

１．目　　的

ＪＡグループは、国・県・市町村で進めている地域農業振興にともなう補助事業に参画し、ＪＡ等が事業主体（以下「施主」という）となって設置する施設の合理化をすすめるため、施設の導入指導・基本設計・施行管理、アフターサービスまで一貫して対応し、施主の負託に応えるものとする。

２．推進対策

（1） ＪＡグループは、「施主代行」方式を事業の基本理念とし、施設建設工事については「施主代行実務マニュアル」と「業者選定業務適正化マニュアル」等に基づき適正な施設導入をはかる。

（2） ＪＡグループは、施主が行う施主代行者一般競争入札に積極的に参加する。

（3） ＪＡグループは、施主からの要請により事業実施計画の策定支援コンサルティングを受託する。

（4） 地域に適合した低コスト化・省力化施設の導入をはかるため、施主に対し、関係機関とともに先進地視察等研修会の開催をすすめる。

３．取扱方法
（1） 対象施設
この要領の対象とする施設は、補助事業となる次の施設とする。

1． 米麦大豆施設

2． 選果貯蔵施設

3． 畜産施設

4． 園芸施設

5． 農産物直売所

6． その他施設

（2） 契約方式

1． 埼玉県本部は、施主代行者に決定した場合、施主に対して導入指導を行うとともに、実施設計を行い、適正な設計仕様の作成と建設費の合理化に努める。

2． 埼玉県本部は、工事規模に見合う適正な業者条件を施主と協議し、一般競争入札等により業者決定する。

3． 施主と埼玉県本部は、上記に基づき、施設建設契約（施主代行委任契約）および設計契約を締結する。
4． 埼玉県本部は、施主との施設建設契約（施主代行委任契約）に基づき業者と工事請負契約を締結する。
４．ＪＡ、埼玉県本部の機能及び業務

別に定める「施主代行実務マニュアル」と「業者選定業務適正化マニュアル」による。
　

５．補償措置
全国本部の定める系統建設工事総合補償取扱要領に基づき、工事の履行保証等を行う。

２．埼玉県本部　ＪＡ関連施設取扱要領

１．目　　的

ＪＡの信頼強化を基礎とした施設整備について、安全および有効に使用できるよう施設の適正な設計・施工を行い、優良施設の導入と維持・保守管理をはかる。

２．推進対策

（1） 施設建設にともなうＪＡ役員会又は建設委員会に積極的に参加し、施設導入・運営改善の相談業務をすすめる。

（2） ＪＡ既存施設の総合的、合理的施設配置を検討し、施設の統廃合を含めた施設整備計画をすすめる。

３．取扱方法

（1） 対象施設

ＪＡ関連施設（事務所・店舗・倉庫等）およびその他施設とする。

（2） 取扱条件

設計書・仕様書・見積仕様書による（消費税は別枠とする）。

（3） 契約方式

施主代行方式に基づき施設建設契約等（委任契約）を締結する。

（4） 代金決済

契約書の決済条件による。

（5） 補償措置

全国本部の系統建設工事総合補償取扱要領に基づき、工事の履行保証等を行う。
３．埼玉県本部　賃貸施設取扱要領

１．目　　的

埼玉県本部施設事業業務要領に基づき、組合員の土地有効活用をはかるため、本要領を定める。

２．取扱品目

賃貸住宅・賃貸店舗・賃貸事務所・賃貸倉庫・その他賃貸施設　

３．業務内容

（1） 土地の活用方法・建築資金および税務対策等の相談業務から、企画・設計・施工・工事管理・検査、および賃貸施設の管理会社の斡旋にいたるまで、事業の一貫した取り扱いをはかる。

（2） ＪＡと埼玉県本部との業務内容については、業務分担表により実施する。

４．取扱方法

（1） 取扱工法
1． 鉄筋コンクリート造（ＰＣ工法を含む）

2． 鉄骨造

3． 鉄骨プレハブ工法

4． 木質プレハブ工法

5． その他在来工法

6． 土木工事

（2） 契約および諸手続き

1． 埼玉県本部は、組合員（以下施主という）の建設する工事について、建設依頼に基づき受託する。

2． 埼玉県本部は、受託に関わる工事について、依頼に基づく土地の有効活用の観点から有効的かつ合理的な提案を行う。

3． 工事内容並びに金額等について施主と合意に達した時、埼玉県本部は、施主と施設建設契約等（委任契約）を締結する。

4． 契約書類（施設建設契約書または工事委任書）は埼玉県本部が作成する。
（契約内容に変更が生じた場合の処理）
（ア）契約締結後、原則として工期および契約条件ならびにその他契約内容に変更が生じた場合は、「施設建設変更契約」を締結する。

なお、工期の変更は、原契約の引渡日が属する施主またはＪＡ・埼玉県本部の会計年度と、実際の引渡日が属する施主またはＪＡ・埼玉県本部の会計年度とに、変更が生じるときは「施設建設変更契約」を必ず締結する。

（イ）工事委任書による場合も、前(ｱ)に準じる。

（ウ）契約締結後、工事内容等について大幅な変更が発生した場合は原契約を破棄し、新たに「施設建設契約」を締結する。
5． 諸官庁へ提出する申請書類の作成は、原則として施主が行うものとする。埼玉県本部およびＪＡは、これに協力する。なお、これに要する経費（租税公課）等は、施主の負担とする。

6． 施設建設契約の終了は、施主立会いのもとに検査を行い、施主に対して工事の「引渡書・引受書」または「工事完了確認書」の手交をもって終了する。

（3） 補償措置

全国本部の定める系統建設工事総合補償取扱要領に基づき、工事の履行保証等を行う。
（4） 施　　　工

1． 着　　　　工 ：埼玉県本部は、施工管理担当者・検査担当者を定め、
　  施主に通知する。
　　  施工管理担当者・検査担当者は、現場打ち合わせおよび
工程表、現場代理人等の確認を行い、工事を開始する。
2． 施工管理・検査：埼玉県本部は、工事の総合的施工管理・検査を行う。
3． 竣 工・引 渡 ：埼玉県本部は、工事が竣工した時はＪＡ・施主の立会い
のもと検査を行い、施主と引渡書・引受書または工事完
了確認書の手交をもって終了する。

５．取扱条件

（1） ＪＡ取扱手数料は、契約工事費（税抜）の３％を基本とする。

（2） 公的融資を受ける場合ならびに特別な理由がある場合は、その都度協議して決定する。

６．代金決済

施設建設契約の決済条件に基づき、ＪＡを経由して決済する。

賃貸施設取扱業務分担表

	№
	項　　　目
	ＪＡ
	埼玉県本部施設部
	取扱業者

	
	
	
	施 設 農 住 課
	

	
	
	
	
	全農さいたま設計事務所
	

	１
	情報収集

宣伝活動
	◎
	○
	
	○

	２
	相談業務

（土地利用・資金・税務）
	◎
	○
	
	

	３
	基本調査

（敷地・道路・用途地域等）
	○
	○
	
	◎

	４
	建設資金の融資対策
	◎
	○
	
	

	５
	入居者確保対策
	◎
	○
	
	◎

	６
	基本プラン作成・検討
	○
	○
	○
	◎

	７
	見積書作成・提出
	
	○
	○
	◎

	８
	事業収支計画作成・検討
	◎
	○
	
	◎

	９
	設計図・見積書チエック
	
	
	◎
	

	10
	農転・開発許可申請
	○
	
	○
	◎

	11
	建築確認申請
	
	
	○
	◎

	12
	施設建設契約締結
	◎
	◎
	
	

	13
	ZEH補助金申請
	○
	◎
	
	◎

	14
	起　工　式
	○
	○
	
	◎

	15
	工　事　管　理・検　査
	○
	○
	◎
	◎

	16
	工　事　引　渡
	○
	◎
	
	◎

	17
	アフターサービス
	○
	○
	
	◎

	18
	入居募集・管理
	○
	○
	
	（管理会社）

◎

	19
	ZEH補助金報告
	○
	◎
	
	◎


◎印＝主体　　　○印＝補助

４．埼玉県本部　研修経費助成要領

１．目　　的

組合員の土地有効活用を目的とする資産管理事業に関する啓発促進、および後継者対策のため、ＪＡが組合員を対象として開催した講習会・研修会等の経費について、一部を助成する。

２．支出基準

（1） 埼玉県本部の事業の主旨を良く理解し、協力的なＪＡであること。

（2） 埼玉県本部と開催内容について、事前に協議すること。

（3） 組合員の資産管理事業のため、積極的に体制を整備しようとしているＪＡであること。

３．支出対象および金額

（1） 支出対象

ＪＡ主催（資産管理部会等との共催を含む）の講習会・研修会等で、次の経費（税務上の交際費に該当する支出は除く）とする。

1． 弁護士・税理士等の講演料

2． 参加者へのお茶代・食事代等

3． 会議室使用料

4． 資料作成代

5． バス代等（専ら資産管理事業に関する視察等が行程を占め、宿泊を伴う場合は視察先と宿泊先との合理性のあるものとし、本要領の目的にかなっている場合に対象とする）

（2） 支出金額

1． 開催経費（ＪＡ負担額とする）の２分の１を助成する。開催経費とは、上記（１）の費用から参加費を除いた実ＪＡ負担額とする。

2． 資産管理事業の啓発促進を目的としたもの

（ア）１ＪＡ年２回を上限とする。

（イ）１ＪＡ年50,000円（不課税）を上限として助成する。

3． 後継者対策を目的としたもの

（ア）１ＪＡ年２回を上限とする。

（イ）１ＪＡ年50,000円（不課税）を上限として助成する。

4． 一つの開催で上記イ・ウを兼ねて開催したときは、いずれか選択によるものとし重複支出はしない。

（3） 広域合併ＪＡについては、単位名称（例：基幹支店・事業部）毎に１ＪＡとみなすものとする。

４．支出手続き

（1） ＪＡからの申請書（研修会毎）を審査の上、支出する。
（2） 申請書受付締切日　令和８年３月３１日（埼玉県本部着）
（3） 申請書類

1． 申請書（別紙）

2． 組合員への開催通知文書

3． 講習会・研修会等の資料

4． 出席者名簿

5． 経費領収書の写し（バス代等が含まれる場合は、行程表を添付する）

　　　　

５．支出時期

埼玉県本部は、ＪＡからの申請書受付日を基準にして、毎月末日締めにて、翌月１５日にＪＡに支出する。ただし、金融機関休業日にあたる場合は、翌営業日に支出する。

（別紙）

令和　　年　　月　　日　　　　
全国農業協同組合連合会埼玉県本部

県本部長　　　　　　　　　　殿

農業協同組合　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表理事組合長　　　　　　　　印　　　　　
研修経費の助成について（申請書）

埼玉県本部研修経費助成要領に基づき、下記のとおり実施しましたので、経費の一部を助成願いたく申請いたします。

記

1. 申請金額　：　　　　　　　　　円（不課税）

2. 講習会・研修会名　：

3. 開催区分　：　資産管理事業の啓発促進 ・ 後継者対策
4. 開催日時　：
5. 開催場所　：
6. 経費明細　：
	
	支　出　内　容
	金　　額（円）

	1
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	

	５
	
	

	1 小　　　　計（消費税軽減 8％）
2 小　　　　計（消費税　　10％）
	

	3 参　加　負　担　金（▲）
	

	4 対象となる開催経費〔①×100÷108〕
5 対象となる開催経費〔(②－③)×100÷110〕
	

	申請金額〔（④＋⑤）×1/2〕(但し、上限額※まで)
	


（上限額※は、資産管理事業の啓発促進・後継者対策、各50,000円。重複適用なし）

７．添付資料　 :　
（開催通知文書、講習会・研修会資料、出席者名簿、経費領収書の写し）

以上

５．埼玉県本部　戸建住宅取扱要領

１．目　　的

組合員の住宅の質的向上、快適な環境づくりや高齢化に対応した、安全で機能的な住環境を創造するため、本要領を設定し戸建住宅の取扱拡大をはかる。

２．取扱方法

（1） 組合員の建築相談に積極的に取り組み、情報の収集を行う。

（2） 組合員のニーズに応じた商品提案を行う。

（3） 「キャンペーン」等を実施し普及・啓発をはかる。

３．取扱条件

ＪＡ取扱手数料は、契約工事費（税抜）の３％を基本とする。

４．その他

契約諸手続き、代金決済については埼玉県本部施設事業業務要領による。

６．埼玉県本部　一般定期借地権取扱要領
１．目　　的

定期借地権は、定められた契約期間で借地関係が終了し、土地所有者の保有志向を充足した上で居住者が土地を利用できる、所有と利用を分離した土地利用である。

低コストで土地利用を図れる等多くのメリットを有しているため、定期借地権事業を推進し組合員資産の保全と有効活用に資する。

２．推進対策

（1） 事業実施体制の確立

1． 重点ＪＡ

都市計画区域内で、戸建住宅の需要が見込まれる地域のＪＡ。

2． 担当部署

重点ＪＡは定期借地権事業の取り扱いを行う担当部署を設置し、専任職員を配置する。

3． 埼玉県本部

埼玉県本部は、事業の円滑な運営と推進の補完をはかるため、物件の管理を行う。

（2） 推進具体策

1． ＪＡ

土地の有効活用の一環として、関係部署との連携により推進をはかる。

2． 埼玉県本部

(1) ＪＡの行う組合員対象の資産管理、土地有効活用についての相談会等に参画し協力する。

(2) ＪＡを支援するため、区画割等の計画設計並びに保証金、地代等の金額設定を行い推進に協力する。

(3) 必要が認められた場合、ＪＡを対象に研修会・講習会を開催する。

(4) 事業支援を行う。

３．取扱方法

（1） 対　　象

組合員が借地借家法に基づく、一般定期借地権（戸建分譲）を利用した事業とする。

（2） 取扱業務範囲

1． 区画割り計画設計・建物推奨プランの設計

2． 保証金・地代の金額設定

3． 開発内容の調査・造成工事費用等の見積書作成

4． 借地権設定契約書作成および公正証書への移行手続き

5． 借地権の設定登記、その他必要な登記手続きの取り次ぎ

6． その他

（3） 管理業務の内容

1． 地代請求の手続き代行

2． 地代改定の手続き代行

3． 地代改定計算式変動率資料の送付

4． 地代滞納者への督促代行

5． 管理物件に関するクレーム処理の受付および手配

6． 定期借地権契約の履行催告代行およびその他変更の手続き

7． その他

（4） 契約および諸手続き

1． 組合員所有の土地について、定期借地権事業による有効活用が合意された場合、業務委託の合意書を締結する。

2． 賃貸に伴い必要となる運営・事務管理業務について管理業務委託契約を締結する。

3． 上記合意書、管理業務委託契約書は埼玉県本部が作成する。

（5） ＪＡ手数料

1． 建物本体工事金額（税抜）に対して、３％を基本とする。

2． 借地人へ建築物を引渡し後、ＪＡからの請求により支出する。

（6） 管理にかかわる業務委託料

1． 管理する１区画あたり月額１,５００円（消費税等別途加算）を組合員より徴収する。

2． 徴収方法は、各年１月～１２月を基準とし、１２月末までに指定口座からの決済を原則とする。

3． 業務委託料は、管理業務委託契約に基づいてＪＡを通じて決済する。

4． ＪＡ事務手数料は、管理業務委託料の１０％（消費税等別途加算）とする。

４．その他

本要領以外の事業用定期借地権等の取り扱いについては、都度協議とする。

７．埼玉県本部　リフォーム取扱要領
１．目　　的

住宅の耐震診断を含めたリフォーム・リノベーション(＊)を行い、組合員に快適かつ安全な住環境を提供します。また、組合員の長期的な土地活用事業を支援するために施設のリフォーム・リノベーションを行うために、本要領を定める。

＊リノベーションとは、古い建物を新しい状態に戻すことではなく、建物に新たな付加価値を与えることを目的とした改修をいいます。

２．取扱品目

（1） 戸建住宅リフォーム

1． 住宅リフォーム（耐震診断を含む）
（2） 賃貸施設リフォーム

1． 賃貸住宅リフォーム

2． 倉庫・店舗・事務所リフォーム

３．取扱方法

（1） ＪＡ取扱体制の整備

担当部署および専任担当者を設置するとともに、リフォームローンの設定や取扱計画の策定等、体制を整備強化する。

（2） 広告宣伝

1． ＪＡ広報誌の活用等により、組合員に対する事例紹介をする。

2． パンフレット・チラシ等を作成し、組合員に配布する。

3． 施工現場見学会を開催する。

（3） 見積提案

施主からの見積もり依頼に基づき、現地調査の実施後、見積書を提出し改修提案を行う。

（4） 契約

工事内容および金額等について施主と合意に達した時、施主と施設建設契約書または工事委任書を締結する。
（5） 施工管理・検査
工事中、適切な施工管理・検査を実施する。

（6） 引渡

工事が完了した時、ＪＡ・施主の立会いのもと検査を行い、施主と引渡書・引受書または工事完了確認書の手交をもって終了する。

（7） 補償措置

全国本部の定める系統建設工事総合補償取扱要領に基づき、工事の履行保証等を行う。

４．取扱条件

ＪＡ取扱手数料は、契約工事費（税抜）の３％を基本とする。

５．代金決済

施設建設契約書または工事委任書の決済条件に基づき、ＪＡを経由して決済する。

８．埼玉県本部　顧問弁護士設置要領

１．目　　的

組合員の土地活用については、法律等の専門的な知識や判断が必要とされる。ＪＡグループが組合員に対して適切なアドバイスを行い、資産活用の支援を行うため、恒常的に相談窓口を設置するとともに研修会等への講師派遣を行う。

２．顧　　問

（１）弁護士法人　長島法律事務所
所属弁護士
　（２）久竜法律事務所
弁護士　久山　竜治
　（３）みそら法律事務所
弁護士　井本　大輔
３．相談手続きおよび内容

（1） 手続き

組合員推進の過程で発生する個々の法律問題について、都度、埼玉県本部を通じ、個別に相談をする。

（2） 相談内容

1． 基本的法律相談

2． 相続対策相談

3． 賃貸借契約書等の内容添削

4． 賃貸借契約書の立ち合い

5． 契約書の新規作成

6． 内容証明、督促状等の書類作成

7． 示談・調停・訴訟手続き

8． その他

４．研修会

ＪＡ職員向け研修会またはＪＡ所属の資産管理部会等の要請に応じて講師として派遣する。
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